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省エネ基準の概要

【建築物】

太陽光発電

断熱窓サッシ・ガラス

高効率空調設備

ＬＥＤ照明

【住宅】

太陽光発電

日差しを遮る庇

断熱材

ペアガラス
二重サッシひさし

高効率給湯（エコキュート等）

一次エネルギー消費量が基準値以下となること。

※「一次エネルギー消費量」

＝ 空調エネルギー消費量 ＋ 換気エネルギー消費量

＋ 照明エネルギー消費量 ＋ 給湯エネルギー消費量

＋ 昇降機エネルギー消費量 （非住宅用途のみ）

＋ その他エネルギー消費量 （OA機器等）

－ 太陽光発電設備等による創エネ量（自家消費分に限る）

外皮（外壁、窓等）の表面積あたりの熱の損失量（外
皮平均熱貫流率等）が基準値以下となること。

※「外皮平均熱貫流率」

＝外皮総熱損失量／外皮総面積

○ 省エネ基準とは、建築物が備えるべき省エネ性能の確保のために必要な建築物の構造及び設備に関する
基準であり、一次エネルギー消費量基準と外皮基準からなる。

一次エネルギー消費量基準 （住宅・建築物ともに適用） 外皮基準 （住宅のみに適用）

省エネ性能向上のための取組例

＜外皮を通した熱損失のイメージ＞

屋根

外壁・窓床

目次

１．省エネに係る基準・計算方法

２．非住宅の省エネ基準と計算方法

３．住宅の省エネ基準と計算方法

４．その他
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住宅における外皮性能

◎ 冷房期の平均日射熱取得率（ηAＣ）

〇 室内と外気の熱の出入りのしやすさの指標

〇建物内外温度差を１度としたときに、建物内部から外界へ逃
げる単位時間あたりの熱量※を、外皮面積で除したもの。

※換気による熱損失は除く

〇 値が小さいほど熱が出入りしにくく、断熱性能が高い

ηAC

U

U

U

U

単位温度差当たりの外皮総熱損失量

外皮総面積
UA ＝

(W/㎡・K)

単位日射強度当たりの総日射熱取得量

外皮総面積
ηAC ＝ ×１００

〇 太陽日射の室内への入りやすさの指標

〇単位日射強度当たりの日射により建物内部で取得する熱量
を冷房期間で平均し、外皮面積で除したもの。

〇値が小さいほど日射が入りにくく、遮蔽性能が高い

※ R2年4月より、3.2 → 6.7に見直し

○ 住宅の外皮性能は、 値とηAC値により構成
され、いずれも、地域区分別に規定されている
基準値以下となることが必要。

○ 算出にあたっては、建築研究所等の で公開さ
れている外皮性能計算シート（ 形式）が
広く活用されている。

イータ・エー・シー

◎ 外皮平均熱貫流率（UA）
ユー・エー

外皮情報を集約、表現を簡素化・端的化

地域区分

外皮平均熱貫流率の
基準値：

･
―

地域区分

冷房期の平均日射熱
取得率の基準値：

η ー
― ― ― ― ※

設計仕様
（省エネ手法（省エネ建材・設備等の採用）を考慮したエネルギー消費量）

基準仕様
（標準的な仕様を採用した場合のエネルギー消費量）

一次エネルギー消費性能

共通条件（地域区分、室の構成・用途、各室の床面積、階高等）

空調／冷暖房エネルギー消費量
＋

＋
換気エネルギー消費量

照明エネルギー消費量
＋

給湯エネルギー消費量
＋

昇降機エネルギー消費量
※非住宅のみ
＋

事務機器等／家電等エネルギー消費量

空調／冷暖房エネルギー消費量
＋

＋
換気エネルギー消費量

照明エネルギー消費量
＋

給湯エネルギー消費量
＋

昇降機エネルギー消費量
※非住宅のみ
＋

事務機器等／家電等エネルギー消費量
※省エネ手法は考慮しない（基準仕様と同一とする）

エネルギー利用効率化設備
によるエネルギー削減量

－
＝

設計一次エネルギー消費量

＝

基準一次エネルギー消費量 ≧

設
備
効
率
の
向
上

• 外皮の断熱化
• 日射の遮蔽、取得
• ダブルスキンの採用
• 熱交換換気の採用 等

• 調光・照明制御
• 昼光利用 等

• 節湯型器具の採用
• 太陽熱温水器の設置
• 浴槽の断熱化 等

• 太陽光発電設備の設置
• コジェネレーション設備の設置 等

設計一次エネルギー消費量※

基準一次エネルギー消費量※
＝

◎一次エネルギー消費性能：

※事務機器等／家電等エネルギー消費量（通称：「その他一次エネルギー消費量」 ）は除く

＜省エネ手法の例＞

省エネ基準 ： ≦

誘導基準 ： ≦ （非住宅）、 （住宅）

（適合義務、届出義務、説明義務等で適用）

（性能向上計画認定で適用）

住宅・非住宅を統一、表現を簡素化
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7

大規模
（2000㎡以上）

中規模
（300㎡以上2000㎡未満）

小規模
（300㎡未満）

非住宅

住宅

省エネ計算法の概要

○ 省エネ性能は、建築研究所 等で一般公開されている計算支援ツールに、建物の基本情報や省エネ建
材・設備の仕様・性能値等を入力することで計算することが可能。建築物の属性、用途別に様々なプロ
グラムや計算シートが用意されている。

標準入力法：詳細な計算方法（ ）

標準計算ルート：詳細な計算方法（ ～ ）

簡易計算ルート（ ～ ）

：外皮性能計算において外皮面積等を用いない簡易な計算法

モデル住宅法（ ～ ）※

：戸建住宅用の新たに開発された手計算可能な簡易な計算法

モデル建物法：広く活用されている簡易モデルによる計算法（ ～ ）

小規模版モデル建物法（ ～ ）※

：小規模非住宅用の新たに開発されたより簡易な計算法

フロア入力法（ ～ ）

：共同住宅用の新たに開発された簡易モデルによる計算法

仕様ルート

https://www.kenken.go.jp/becc/index.html

建築研究所 技術情報検索①

新設

http://www.hyoukakyoukai.or.jp/

住宅性能評価表示協会検索②

検索①

検索①

検索①

検索① 検索②

検索① 検索②

検索①

検索①

計算支援ツールへは
検索①、検索②
よりアクセス

※小規模版モデル建物法とモデル住宅法は試行版が公開（正式版は令和３年４月までにリリース予定）

（参考） 非住宅における外皮性能

◎ ペリメータゾーンの年間熱負荷とは、

１年間における①～④までに掲げる熱による

暖房負荷及び冷房負荷を合計したもの。

① 外気とペリメータゾーンの温度差

②外壁・窓等からの日射熱

③ ペリメータゾーンで発生する熱

④ 換気により生じる熱負荷

○ＰＡＬ＊（パルスター）

各階のペリメータゾーンの年間熱負荷（MJ/年）

ペリメータゾーンの床面積の合計（m2）
PAL* ＝

◎ PAL* ＝ペリメータゾーンの年間熱負荷係数

○ 非住宅の外皮性能は、外皮の断熱性能ではなく、ペリメータゾーンの年間熱負荷係数（ＰＡＬ ）によって
評価を行う。

○ ＰＡＬ は、非住宅の義務基準の対象外（誘導基準のみ適用）であるが、ＰＡＬ を向上させることにより、
一次エネルギー消費性能の向上に寄与することが可能。

○ ＰＡＬ は、標準入力法やモデル建物法の計算支援プログラムにおいて、仕様等の情報を直接入力すること
により、 と同時に自動で算出することが可能。

ペリメータ
ゾーン

表現を簡素化・端的化



162
10

9

目次

１．省エネに係る基準・計算方法

２．非住宅の省エネ基準と計算方法

３．住宅の省エネ基準と計算方法

４．その他

省エネ計算法に関する計算支援ツールへのアクセス

※（国研）建築研究所
（一社）日本サステナブル建築協会等でも
同様の計算ツールを公開

建築研究所 技術情報検索① 住宅性能評価表示協会検索②

（国研）建築研究所ＨＰより
ＷＥＢプログラム等にアクセス

（一社）住宅性能評価・表示協会ＨＰより
外皮性能計算シートにアクセス

住宅版WEBﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ
外皮計算ｼｰﾄ 等

非住宅版
WEBﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ

外皮計算ｼｰﾄ
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省エネ基準に基づく評価方法の概要 （非住宅）

表現を簡素化・端的化、情報整理

一
次
エ
ネ
性
能

外
皮
性
能

標準入力法 モデル建物法 小規模版モデル建物法

外皮面積

設備毎の
性能・仕様

部位毎の
外皮性能

計算ツール

精緻／
作業量大

おおまか／
作業量小

特徴
建物の全ての情報を室毎に
詳細に入力して計算する

精緻な評価方法

建物の用途毎に
モデル建物を用いて計算する

簡易な評価方法

各部位を計算する 各部位を計算する

プログラム（非住宅版）
室毎に入力

プログラム（非住宅版）
建物用途毎に入力

各部材の熱伝導率等より
部位の外皮性能を計算

各部材の熱伝導率等より
部位の外皮性能を計算

計算しない
（床面積に基づき自動計算）

各部位の主な断熱材と
開口部の仕様を選択

留意点 ― ―
・ ㎡未満に限る
・性能向上計画認定、
ＢＥＬＳ等には活用不可

評価方法

プログラム（非住宅版）
建物用途毎に入力

設置するすべての設備の
性能・仕様等を入力

設置するすべての設備の
性能・仕様等を入力

設置する主な設備の
種類・仕様を選択

モデル建物の入力項目を
大幅に削減して計算する
より簡易な評価方法

計算結果 （ ） （ ） ―

計算結果

省エネ基準・誘導基準の水準（非住宅）

省エネ基準
（適合義務制度、説明義務制度）

誘導基準
（性能向上計画認定制度）

一次エネ基準 新築 １．０
既存 １．１

新築 ０．
既存 １．０

外皮基準 －
新築 適用
既存 なし

用途
地域の区分

１ ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８
事務所等

ホテル等
客室部
宴会場部

病院等
病室部
非病室部

百貨店等
学校等
飲食店等

集会所等
図書館等
体育館等
映画館等

建築物エネルギー消費性能基準等を定める省令 別表（第十条関係） ㎡年

が、「用途と地域区分」に応じた
数値以下となること

表現を簡素化

平成 年 月 日に現に存する建築物の部分
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モデル建物法における用途モデル別の入力対象設備

（例）

〇 事務所モデルの入力対象設備等

・外皮 外気に接する部位
（地盤に接する外壁等を除く）

・空調 全ての設備

・換気 機械室、便所、厨房、駐車場

・照明 事務室

・給湯 洗面手洗い、浴室、厨房

・昇降機 全て

・太陽光 全て（売電用除く）

〇 工場モデルの入力対象設備等

・空調 対象外

・換気 対象外

・照明 倉庫、屋外駐車場又は駐輪場

・給湯 対象外

・昇降機 全て

・太陽光 全て（売電用除く）

標準入力法とモデル建物法

評価対象建築物

標準入力法
建築物内の全ての室に
おいて、床面積等の室
仕様及び設備機器等の
性能値を入力 エネルギー消費性能

計算プログラム 標準入力法による設計値
標準入力法による基準値

モデル建物法

対応する建物用途を
選択の上、建物仕様
を入力してモデルを構築

用途別のモデルを選択
して、建物仕様及び設
備機器等の性能値を
入力

モデル建物法
入力支援ツール

モデル建物法による設計値
モデル建物法による基準値

標準入力法の入力シートから、
モデル建物法の入力シートを生成可能

○ 標準入力法は、精緻に省エネ性能を評価することが可能である一方、
入力・審査項目が多いため、省エネ基準適合性判定における活用は限定的。
（ による省エネ性能表示取得時に広く活用される傾向。）

○ モデル建物法は、入力・審査項目が少なく、簡易に省エネ基準適合が確認できる
ため、広く省エネ基準適合性判定において活用されている。

○事務所モデル
○ビジネスホテルモデル
○総合病院モデル
○福祉施設モデル
○学校モデル
○幼稚園モデル

○大規模物販モデル
○小規模物販モデル
○飲食店モデル
○集会所モデル
○工場モデル 等
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性能値の確認方法（モデル建物法における空気調和設備の例）

一社）住宅性能評価・表示協会 温熱・省エネ設備機器等ポータルサイト
国研）建築研究所 建築物省エネルギー基準に関する技術情報（非住宅建築物）

○ 設備の性能値については、対象の機器表等で必要な情報を入手し、専用のシートに転記することで、
プログラムに入力される。

① 対象機器の機器表や仕様書等の入手（ポータルサイト で登録機器等の性能値を確認することも可能）

冷房 暖房 冷房 暖房 冷房 暖房 冷房 暖房 冷房 暖房

ビル用マルチ室外機
〇○○-○○○〇

（空冷式パッケージエアコン）
屋上

室内機　天井埋込型4方向吹出型 1F事務室
室内機　天井埋込型4方向吹出型 1Fホール

ビル用マルチ室外機
○○-○○○〇

（ガスヒートポンプ）
屋上

室内機　天井埋込型4方向吹出型 2F事務室
ルームエアコン 屋上（室外機）

風量
消費電力

台数 設置場所

空気調和設備　機器表記載例（JIS等の規定値前提）

記号
（名称）

型式

室外機 室内機
定格能力 定格消費電力 定格ガス消費量

台数
能力

② 技術情報 掲載の専用シート（ ）に情報を転記（全シートに入力後 プログラム上でアップロード）

熱源機器（室外機）の情報（台数、定格値）を入力 ※室内機は入力不要

性能値の確認方法（モデル建物法における外壁の例）

○ 外皮の性能値については、対象の仕上げ表等で必要な情報を入手し、専用のシートに転記することで、
プログラムに入力される。

項目 仕上げ 備考

外壁 コンクリート打ち放しの上、吹付タイル仕上
吹付硬質ウレタンフォーム 種 号 ※PSは断熱なし

屋根
コンクリート打ち放しの上、アスファルト防水
押出法ポリスチレンフォーム保温板 種
押えコンクリート

※EV、階段室の塔屋下の断熱はなし

② 技術情報 掲載の専用シート（ ）に情報を転記（全シートに入力後 プログラム上でアップロード）

厚みを入力部位種別と断熱材種類を入力

国研）建築研究所 建築物省エネルギー基準に関する技術情報（非住宅建築物）

① 対象部位の外部仕上げ表から必要な情報を入手

外部仕上げ表の例
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小規模版モデル建物法の入力項目（モデル建物法との比較）

○モデル建物法 ○小規模版モデル建物法

基本情報

・建物名称 ・建築物所在地

・省エネルギー基準地域区分

・年間日射地域区分 ・延べ面積

・建築基準法施行規則別記様式に定める用途

・適用するモデル建物の種類

・計算対象部分の床面積、空調対象床面積、階数

階高合計、外周長さ、非空調コア部

外皮仕様

【開口部】

・建具仕様名称 ・窓面積 ・熱貫流率

・日射熱取得率

【断熱材】

・断熱仕様名称 ・部位種別 ・熱貫流率

【外皮】

・外皮名称 ・方位 ・外皮面積

・断熱仕様名称 ・建具仕様名称

・建具等の個数 ・ブラインドの有無

・日除け効果係数（冷房・暖房）

空調設備

【熱源】

・熱源機器名称 ・熱源機種（冷房・暖房）

・台数 ・一台当たりの定格能力（冷房・暖房）

・一台当たりの定格消費電力（冷房・暖房）

・一台当たりの定格燃料消費量（冷房・暖房）

【外気処理】

・送風機名称 ・台数 ・設計給気風量

・設計排気風量

・全熱交換器の全熱交換効率（冷房・暖房）

・全熱交換器の自動換気切替機能の有無

・予熱外気取入れ停止の有無

【二次ポンプ】

・二次ポンプ名称 ・台数

・１台当たりの設計流量 ・変流量制御の有無

【送風機】

・空調送風機名称 ・台数

・１台当たりの設計風量 ・変風量制御の有無

換気設備

・室名称 ・室用途

・床面積 ・換気方式

・機器名称 ・台数

・一台当たりの総風量

・一台当たりの電動機出力

・高効率電動機の有無

・送風量制御の有無

照明設備

・室名称 ・室用途

・床面積 ・照明器具の名称

・消費電力 ・台数

・在室検知制御の有無

・明るさ検知制御の有無

・タイムスケジュール制御の有無

・初期照度補正機能の有無

給湯設備

・給湯系統名称 ・給湯用途

・熱源名称 ・台数

・定格加熱能力 ・定格消費電力

・定格燃料消費量

・配管保温仕様の種類

・節湯器具仕様の種類

昇降機

・昇降機の名称 ・速度制御方式

太陽光発電

・システム名称 ・太陽電池の種類

・アレイの設置方式 ・アレイのシステム容量

・パネルの設置方位角

・パネルの設置傾斜角

基本情報

・建物名称 ・建築物所在地

・省エネルギー基準地域区分

・年間日射地域区分 ・延べ面積

・建築基準法施行規則別記様式に定める用途

・適用するモデル建物の種類

・計算対象部分の床面積、空調対象床面積、階数

階高合計、外周長さ、非空調コア部

・計算対象設備の有無

外皮仕様

【開口部】

・建具仕様名称 ・窓面積 ・熱貫流率

・日射熱取得率

【断熱材】

・断熱仕様名称 ・部位種別 ・部位別の熱貫流率

【外皮】

・外皮名称 ・方位 ・外皮面積

・断熱仕様名称 ・建具仕様名称

・建具等の個数 ・ブラインドの有無

・日除け効果係数（冷房・暖房） ・庇の有無

空調設備

【熱源】

・熱源機器名称 ・熱源機種（冷房・暖房）

・設備の特性値等の入力の有無（冷房・暖房）

・台数 ・一台当たりの定格能力（冷房・暖房）

・一台当たりの定格消費電力（冷房・暖房）

・一台当たりの定格燃料消費量（冷房・暖房）

【外気処理】

・送風機名称 ・台数 ・設計給気風量

・設計排気風量

・全熱交換器の有無

・全熱交換器の全熱交換効率（冷房・暖房）

・全熱交換器の自動換気切替機能の有無

・予熱外気取入れ停止の有無

【二次ポンプ】

・二次ポンプ名称 ・台数

・１台当たりの設計流量 ・変流量制御の有無

【送風機】

・空調送風機名称 ・台数

・１台当たりの設計風量 ・変風量制御の有無

換気設備

・室名称 ・室用途

・床面積 ・換気方式

・エネルギー効率の入力の有無

・機器名称 ・台数

・一台当たりの総風量

・一台当たりの電動機出力

・高効率電動機の有無

・送風量制御の有無

照明設備

・消費電力合計の入力の有無

・照明器具の種類

・室名称 ・室用途

・床面積 ・照明器具の名称

・消費電力 ・台数

・在室検知制御の有無

・明るさ検知制御の有無

・タイムスケジュール制御の有無

・初期照度補正機能の有無

給湯設備

・熱源効率の入力の有無

・給湯系統名称 ・給湯用途

・熱源名称 ・台数

・定格加熱能力 ・定格消費電力

・定格燃料消費量

・配管保温仕様の種類

・節湯器具仕様の有無

昇降機

・昇降機の名称 ・速度制御方式

太陽光発電

・システム名称 ・太陽電池の種類

・アレイの設置方式 ・アレイのシステム容量

・パネルの設置方位角

・パネルの設置傾斜角

評価方法のイメージ（モデル建物法との比較）

小規模版モデル建物法

モデル建物法

Ｗ

Ｅ

Ｂ

プ

ロ

グ

ラ

ム

ＢＥＩs

ＢＥＩm

モデル建物法による設計値

モデル建物法による基準値

モデル建物法による設計値

モデル建物法による基準値

入力情報（例）

【外壁】

（全ての断熱材が対象）

・熱貫流率

・方位

・面積

入力情報（例）

【外壁】

・主たる熱貫流率

入力情報（例）

【空調熱源】

・主たる熱源機種

入力情報（例）

【空調熱源】

（全ての空調熱源が対象）

・熱源機種

・台数

・定格能力、定格消費電力

・定格燃料消費量

○ 説明義務制度の創設に伴い、これまでより簡易に省エネ性能（省エネ基準への適否）が評価できる方法を追加したもの。

○ 本評価方法は、基本的な計算方法はモデル建物法と同様としつつ、さらに入力項目数の削減を図るもの。

○ 適用規模は、説明義務制度の対象となる300m2未満とする。

・ モデル建物法のうち、小規模建築物では建物全体のエネルギー消費量に影響が小さいと考えられる項目については、

デフォルト化することにより、入力項目を大幅に削減 （入力項目数 約90 → 約30）
・ 入力項目は、外皮、各設備の主な仕様のみ入力でも評価可能

・ 入力項目を限定していることを踏まえ、計算結果が安全側になるように設定

小規模版モデル建物法
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小規模版モデル建物法の入力フォームイメージ② 【外皮情報】

⃝外皮の各部位の熱性能を算出するため、次の①～③を行う。
①「断熱材の種類と厚さ」の入力（または熱性能値の入力）
②「建具とガラスの種類」の入力（または熱性能値の入力）
③庇の有無の選択

※ 詳細な入力方法等は、建築研究所ホームページ
（https://www.kenken.go.jp/becc/building.html#1-1）に掲載している
入力マニュアル「小規模版モデル建物法入力支援ツール 解説」を
参照

次ページへつづく

小規模版モデル建物法の入力フォームイメージ① 【基本情報】

⃝適用するモデル建物を、建築基準法の建築物用途に
応じて選択。
（例）

※ 詳細は、建築研究所ホームページ
（https://www.kenken.go.jp/becc/building.html#1-1）に掲載している
モデル建物法の入力マニュアル「小規模版モデル建物法入力支援
ツール解説」等を参照

用途区分
コード

建築基準法施行規則別
紙に記載のある用途

モデル建物法における
モデル建物の選択肢

08250
診療所（患者の収容施
設のないものに限る。）

クリニックモデル

08438
日用品の販売を主たる
目的とする店舗

小規模物販モデル

08452 食堂又は喫茶店 飲食店モデル

08470 事務所 事務所モデル

・・・・ ・・・・・・ ・・・・・・

⃝評価対象建築物の計画において、「空調」、「照明」、「換気
（非居室）」、「給湯」といった評価対象設備の有無を選択。

※ 「無」を選択した場合、当該設備に係る入力欄は表示されない

次ページへつづく
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小規模版モデル建物法の計算結果の表示と出力イメージ

【手順① 計算結果の表示】
全ての必要項目を入力後、給湯設備の入力欄の下に
表示されている「計算する」ボタンをクリックする。

○ 各設備ごとのBEIsの数値
（AC：空調、L：照明、V：換気、HW：給湯）及び
省エネ基準適否の判定に用いる計算結果「BEIs」
が表示される。

○ BEIsの結果が
1.00以下であれば、省エネ基準に適合している
と認められる。

【手順② 計算結果の出力（PDF）】
計算結果が表示された画面の下に表示されている
「PDFを出力する」ボタンをクリックする。

○ 評価した建築物の入力情報や結果等を記録した
PDFファイルを出力し、保存することも可能。

小規模版モデル建物法の入力フォームイメージ③ 【設備情報】

⃝一次エネルギー消費性能を算出するため、各設備に対して、次の①～③を行う。
①設備の種類の選択②特性値等の入力③設置の有無の選択

※ 詳細な入力方法等は、建築研究所ホームページ（https://www.kenken.go.jp/becc/building.html#1-1）
に掲載している入力マニュアル「小規模版モデル建物法入力支援ツール 解説」を参照
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省エネ基準・誘導基準・トップランナー基準の水準（住宅）

省エネ基準
（届出義務制度、
説明義務制度）

誘導基準
（性能向上計画

認定制度）

トップランナー基準
（住宅ﾄｯﾌﾟﾗﾝﾅｰ制度）

一次エネ基準 新築 １．０
既存 １．１

新築 ０．９
既存 １．０

建売戸建住宅 年度～ ０．８５
注文戸建住宅 年度～ ０．８

（ただし、経産大臣・国交大臣が定める年度以降 ０．７５）
賃貸アパート 年度～ ０．９

外皮基準
、η

新築 適用
既存 なし

、η が、「地域の区分」に
応じた基準値以下になること

地域の区分 １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８

住戸単位で
基準への適否を
判断する場合

（戸建住宅・共同住宅等）

外皮平均熱貫流率
（ 値） ㎡ ―

冷房期の平均日射熱取得率
（η 値） ― ― ― ― 6.7※

住棟単位で
基準への適否を
判断する場合
（共同住宅等）

住棟単位外皮平均熱貫流率
（ 値） ㎡ ―

住棟単位冷房期平均日射熱取得率
（η 値） ― ― ― ―

外皮性能の基準値

表現を簡素化

※ 令和 年 月より、 → に見直し

児島

平成 年 月 日に現に存する建築物の部分

目次

１．省エネに係る基準・計算方法

２．非住宅の省エネ基準と計算方法

３．住宅の省エネ基準と計算方法

４．その他
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住宅における外皮性能の計算（標準計算ルート）

○外皮平均熱貫流率の計算イメージ

外皮表面積×

×

×

×

屋根･天井

外壁

床

外皮総熱損失量

×

×

×

×

外皮表面積

外皮表面積

Σ⇒

外皮表面積

外皮表面積

外皮表面積

外皮表面積

外皮表面積

外皮熱損失量

外皮熱損失量

外皮熱損失量

外皮熱損失量

÷ 外皮総面積
合計

×基礎 ×

温度差係数

温度差係数

温度差係数

温度差係数

温度差係数外周長さ 土間床面積外皮熱損失量

⇒ 外皮平均熱貫流率（ 値）

【展開図】

【立体図】※屋根断熱の場合

【屋根】

【外壁】

【開口部】

【床】
設計図書等から
各部位ごとに
面積や外周長さを算出

熱貫流率

熱貫流率

熱貫流率

熱貫流率

線熱貫流率

〇部位毎に 等に基づく建材の熱抵抗値などをもとに算出 等
〇熱橋部を含め断面構成を詳細に考慮する方法や、所定の計算
式により簡易に算出する方法もある

例えば、
○外気や外気に通じる空間に接している部分：「 」
○外気に通じていない空間に接している部分：「 」

児島

開口部

5/8
標準計算ルート
（

基礎部位の評価方法は、
令和 年 月より変更され
る予定です。 参照

一
次
エ
ネ
性
能

外
皮
性
能

省エネ基準に基づく評価方法の概要 （戸建住宅）

標準計算ルート 簡易計算ルート 仕様ルート

部位毎の
面積・長さ

設備毎の
性能・仕様

太陽光発電
設備等

部位毎の
外皮性能

計算ツール

計算ツール

精緻／
作業量大

おおまか／
作業量小

特徴

表現を簡素化・端的化、情報整理

パソコン等で行う
精緻な評価方法

パソコン等で行う
簡易な評価方法

仕様で判断する
評価方法

計算する 計算しない
（固定値を使用）

外皮計算用 等 外皮計算用 等

設置する各設備の
性能・仕様を入力

各部材の熱伝導率等より
部位の外皮性能を計算

各部材の熱伝導率等より
部位の外皮性能を計算

設備設置の有無と
設備の種類を入力

プログラム（住宅版）

設備の性能・仕様を入力可能

計算しない
（計算する方法も有）

仕様基準への
適合確認

留意点 ― ―

仕様基準への
適合確認

―

―

―

評価方法

―

児島

モデル住宅法

手計算で行う
簡易な評価方法

計算しない
（固定値を使用）

簡易計算シート

カタログ等より
部位の外皮性能を転記

住宅トップランナー制度、
性能向上計画認定制度、
住宅性能表示制度、

ＢＥＬＳ等には使用不可

設置する設備を選択

考慮できない

簡易計算シート
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② 計算シート 等の入手

① 計算対象部位の特定

性能値の確認方法（住宅の外壁の例）

③ 技術情報 やカタログ等 等から該当情報を転記

一社）住宅性能評価・表示協会 部位の熱貫流率計算シート 木造用・ 造用

国研）建築研究所 建築物省エネルギー基準に関する技術情報（住宅）

一社）住宅性能評価・表示協会 温熱・省エネ設備機器等ポータルサイト④ 自動計算で対象部位の平均熱貫流率を取得

○ 外皮の性能値については、仕上げ表や図面等で入手した対象部位の情報を計算シートに転記して
平均熱貫流率を取得し、 プログラムに入力する。

日射熱取得率

日射熱取得率

日射熱取得率

日射熱取得率

住宅における外皮性能の計算（標準計算ルート）

○平均日射熱取得率の計算イメージ

外皮表面積屋根･天井

外壁

ドア

床

総日射熱
取得量

×

×

×

外皮表面積

ドア面積

Σ

外皮表面積

外皮表面積

外皮表面積

ドア面積

不要（方位係数 下面＝０）

日射熱取得量

日射熱取得量

日射熱取得量

外皮総面積
合計

基礎 不要（日射熱取得量は０として計算） 土間床面積

⇒ 冷房期の平均日射熱取得率（η 値）

×

×

×

×窓 × 窓面積窓面積 日射熱取得量

×

×

×

×

総日射熱取得量 ÷ 外皮総面積合計 × １００

「日除けの効果係数」、「取得日射熱補正係数」、「方位係数」が冷房期の値の場合、

⇒ 暖房期の平均日射熱取得率（η 値）総日射熱取得量 ÷ 外皮総面積合計 × １００

「日除けの効果係数」、「取得日射熱補正係数」、「方位係数」が暖房期の値の場合、

各部位ごとに算出

〇「部位のＵ値× 」
「窓の垂直面日射熱取得率」

〇「 」 「部位周辺の日除けの
形状等から別途算出した値」

〇 暖房期と冷房期それぞれについて、地域の区分と方位に応じて定められている所定の値
（例）６地域、南方位の場合は、暖房期： 冷房期：

日除けの
効果係数

日除けの
効果係数

日除けの
効果係数

取得日射熱
補正係数

方位係数

方位係数

方位係数

方位係数

児島
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住宅における一次エネルギー消費性能の計算方法（標準計算ルート）

② 別途計算した当該住戸の外皮面積や外皮平均熱貫流率等、外皮に関する情報を入力してください。

⃝木造の戸建住宅の場合のみ、「当該住戸の外皮面積
を用いず外皮性能を評価する」評価方法を選択でき
ます。（以下は、「当該住戸の外皮面積を用いて外
皮性能を評価する」評価方法の場合の説明）

⃝別途計算した外皮面積や外皮平均熱貫流率、平均日
射熱取得率を入力してください。

⃝冷房期に通風を利用する程度を選択してください。
詳細は 部分をクリックすることで表示されるヘ
ルプ情報で確認できますが、不明な場合は「通風を
利用しない」を選択してください。

⃝暖房期の日射地域区分に応じて評価の可否が分かれ
ますが、一定要件に該当する蓄熱の利用をする場合
は、「利用する」を選択してください。

⃝要件に該当する床下換気システムを採用する場合は、
「通年利用する」を選択し、表示される項目を入力
してください。要件は 部分をクリックして確認
できます。

必須

？

？

必須

選択

選択

選択

プログラム（エネルギー消費性能計算プログラム
（住宅版））における外皮仕様の画面

児島編集済

住宅における一次エネルギー消費性能の計算方法（標準計算ルート）

① 評価対象の住宅について、建て方や床面積などの基本情報を入力してください。

⃝名称は評価結果の出力で表示されます。

⃝住宅の建て方について、長屋又は寄宿舎の
場合は、共同住宅を選択してください。

⃝「主たる居室」とは、いわゆるＬＤＫのこ
とです。詳細は、 部分をクリックする
と表示されるヘルプ情報をご確認ください。

⃝各項目の床面積を入力してください。算定
上の取扱いは、 部分をクリックすると
表示されるヘルプ情報をご確認ください。

⃝建設地の地域区分を選択してください。地
域区分の詳細は、 部分をクリックする
と表示されるヘルプ情報をご確認ください。

⃝太陽光発電又は太陽熱利用設備を設置する
場合は、年間日射地域区分も選択してくだ
さい。

？

？

？

必須

必須

必須

必須

必須

選択

プログラム（エネルギー消費性能計算プログラム
（住宅版））における基本情報の画面

児島編集済
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住宅における一次エネルギー消費性能の計算方法（標準計算ルート）

ルームエアコンディショナー

暖房機

温水床暖房 ※下記のほか、温水暖房機の種類も選択が必要

設備によって入力項目が変わります。

⃝主たる居室、その他の居室それ
ぞれに設置する暖房設備機器等
を選択してください。

⃝設置する設備のエネルギー消費
効率等を評価する場合は、各設
備に応じて表示される内容に
従って入力してください。（機
器によっては入力必須の場合が
あります）

必須

選択

④ 設置する暖房設備機器等を選択してください。選択した設備によって入力項目が変わります。

プログラム（エネルギー消費性能計算プロ
グラム（住宅版））における暖房設備の画面

必須

選択

児島編集済

住宅における一次エネルギー消費性能の計算方法（標準計算ルート）

③ 暖房方式を選択してください。
暖房方式に応じて基準一次エネルギー消費量の算定に用いる設備が設定されます。

⃝居室のみを暖房するか、住戸全
体を暖房するか選択してくださ
い。暖房設備機器を設置しない
場合は「設置しない」を選択し
てください。

⃝選択に応じて、以降の入力内容
が変わります。（次ページは
「居室のみを暖房する」場合で
説明）

必須

プログラム（エネルギー消費性能計算プロ
グラム（住宅版））における暖房設備の画面

児島編集済
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① 対象機器の機器表や仕様書等の入手（定格冷房能力と定格冷房エネルギー消費効率を把握）
＜ルームエアコンの定格エネルギー消費効率の算出方法＞

② 技術情報 の一覧表で対象機器の満たす区分を確認（区分（い） （ろ） （は）のいずれか該当するものを選択）

③ プログラムへ効率（区分）を入力※

性能値の確認方法（ルームエアコンの例）

国研）建築研究所 建築物省エネルギー基準に関する技術情報（住宅）

一社）住宅性能評価・表示協会 温熱・省エネ設備機器等ポータルサイト

機器表
記載例

等の規定値前提

ルームエアコン 型番 〇〇〇 〇〇〇〇

定格能力
（ ）

定格消費電力
（ ）

定格エネルギー
消費効率

暖房

冷房

冷房定格エネルギー消費効率がどうしても分からない等の場合は、
評価方法の選択で「評価しない」を選択し、計算を行うことも可能。

○ 設備機器の性能値については、対象機器の機器表等で必要な情報を入手し、 プログラムに入力する。

区分（は）
となる

満
た
さ
な
い
場
合

満
た
さ
な
い
場
合

※ ポータルサイト に登録されている設備機器であれば、①及び②に依らず、 対象機器の
メーカー・型番情報等を用いて、該当する効率（区分）を確認し、入力することも可能。

・定格エネルギー消費効率は定格能力を定格消費電力で除した値。
・機器表等から定格能力と定格消費電力の値が分かれば算出可能。
【冷房の算出例】⇒ （ ）÷ （ ）＝ 4.4444… ≒ 4.44
（注意）暖房の評価においても、冷房の定格能力及び定格エネルギー

消費効率に基づく性能値の結果（下段の「区分」）を用いる。

住宅における一次エネルギー消費性能の計算方法（標準計算ルート）

以降、各設備を入力した後で、計算ボタン（①）をクリックすると計算結果が表示されます。
また、出力ボタン（②）から計算結果の ファイルをダウンロードできます。

必須

⃝全ての設備を入力後、①計算ボタンを押し、
計算してください。

⃝①計算ボタンによって計算後、②出力ボタ
ンから計算結果の ファイルをダウン
ロードできます。

必須

選択

① ②必須 選択

⃝暖房以外の各設備についても、設置する設備
機器等について、各項目を入力してください。

児島編集済
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戸建住宅の簡易な省エネ性能計算方法（モデル住宅法）

簡易計算シートのイメージ～ 地域、木造、床断熱（浴室基礎断熱）の例～

外皮平均熱貫流率 値 及び冷房期の平均日射熱取得率(η 値 が
基準値以下の場合、省エネ基準（外皮性能）適合

○ 市場に流通している戸建住宅の形態を踏まえ、部位別の面積割合について安全側となる固定値を設定。
○ 外壁、窓等の部位ごとの熱貫流率等を断熱材及び窓のカタログから転記した上で、
簡易な四則演算により外皮基準への適否を判断。

部位 係数 熱貫流率 結果

屋根・天井 × ＝ ⑴

外壁
一般部 × ＝ ⑵

基礎壁（玄関） × ＝ ⑶
基礎壁（浴室） × ＝ ⑷

床 その他の床 × ＝ ⑸
窓 × ＝ ⑹
ドア × ＝ ⑺

線熱貫流率ψ

土間床等の
外周部

玄関等 × ＝ ⑻
浴室 × ＝ ⑼

外皮平均熱貫流率 ㎡・ ～ の合計 ＝
基準値： ㎡・

部位 係数 熱貫流率 結果

屋根・天井 × ＝ ⑽

外壁
一般部 × ＝ ⑾

基礎壁（玄関） × ＝ ⑿
基礎壁（浴室） × ＝ ⒀
ドア × ＝ ⒁

日射熱取得率η

窓 × ＝ ⒂

冷房期の平均日射熱取得率η ～ の合計 ＝
基準値： －

外皮平均熱貫流率 値 冷房期の平均日射熱取得率 η 値

：固定値 ：カタログから転記【凡例】

固定値 カタログから転記 固定値 カタログから転記

児島編集済

外皮性能

○ 説明義務制度の創設に伴い、これまでより簡易に省エネ基準の適否を計算できる方法を追加。
○ 戸建住宅の評価については、 プログラムに加え、手計算で対応できる計算シートを作成。
○ モデル住宅法による計算において、適合可能な建材・設備の組合せの例示を検討。

戸建住宅の簡易な省エネ性能計算方法（モデル住宅法）

戸建住宅の外皮性能の簡易計算シートについて

※ 地域区分（ ～ 地域）、構造（木造、 造、 造）、断熱
工法（床断熱、基礎断熱）等に応じた複数のシートを用意

※ 地域区分（ ～ 地域）、暖房方式（ルームエアコン、温水
床暖房等）等に応じた複数のシートを用意

戸建住宅の一次エネルギー消費性能の簡易計算シートについて

（複数の）
外皮性能

簡易計算シート

外皮性能
簡易計算シート

作業①シート選択
各要素に該当するシートを１種類選択

作業②：転記
採用する建材メーカーのカタログを用いて、
各部位の 値等を転記後、四則演算

ＵＡ値・η値

外皮基準 適否確認

算出

（複数の）
一次エネ性能

簡易計算シート

一次エネ性能
簡易計算シート

作業①シート選択
各要素に該当するシートを１種類選択

暖冷房設備
以外の

設置する設備
の種類

作業③：暖冷房設備以外の設備の選択
採用する各設備の種類に応じたエネルギー
消費性能のポイントを選択後、全ての設備
のポイントを合計一次エネ性能

のポイント
一次エネ基準 適否確認

算出

作業②：暖冷房設備の選択
※ 外皮計算シートで算出された

値とη値を基に、該当する
各外皮性能値を選択

各メーカーの
カタログの値

児島編集済
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一
次
エ
ネ
性
能

外
皮
性
能

省エネ基準に基づく評価方法の概要 （共同住宅）

標準計算ルート フロア入力法 仕様ルート

部位毎の
面積・長さ

設備毎の
性能・仕様

部位毎の
外皮性能

計算ツール

計算ツール

精緻／
作業量大

おおまか／
作業量小

特徴

表現を簡素化・端的化、情報整理

住戸毎に計算する
精緻な評価方法

フロア毎に単純化した
住戸モデルで計算する
簡易な評価方法

全住戸の仕様で
判断する評価方法

各住戸の部位毎に計算する フロア毎の住戸部分の
外周長さ等を計算する

外皮計算用 等 フロア入力法の評価シート

各部材の熱伝導率等より
部位の外皮性能を計算

各部材の熱伝導率等より
部位の外皮性能を計算

プログラム 住宅版
（共用部は非住宅版で計算）

計算しない
（計算する方法も有）

住戸毎に
仕様基準への適合確認

留意点 ―
・住棟評価専用
・住宅トップランナー制度、性能向
上計画認定制度、住宅性能表示制
度、ＢＥＬＳ等には使用不可

―

評価方法

―

児島

各住戸に設置する設備の
性能・仕様を入力

フロア入力法の評価シート
＋ プログラム 住宅版
（共用部は非住宅版で計算）

フロア毎の代表的な設備の
性能・仕様を入力

―

住戸毎に
仕様基準への適合確認

戸建住宅の簡易な省エネ性能計算方法（モデル住宅法）

外皮平均熱貫流率 値 暖房期の日射熱取得率 η 値 ポイント数

□ 値≦

□ ≦η 値 ･･･

□ ≦η 値 ･･･

□ ≦η 値 ○○

□ ≦η 値 ･･･

□ ≦η 値 ･･･

□ 値≦

□ ≦η 値 ･･･

□ ≦η 値 ･･････

･･･

･･･

暖房設備

冷房設備

換気設備
種類と省エネ対策 ポイント数

□ ダクト式 第 種換気設備 ･･･
□ ダクト式 第 種または第 種換気設備 ･･･
□ 壁付け式 第 種換気設備 ･･･
□ 壁付け式 第 種または第 種換気設備 △△

給湯設備
種類と省エネ対策 節湯水栓 ポイント数

□ 設置なし □ － ･･･

□ ガス従来型給湯機
□ 無 ･･･
□ 有 ■■･･･

･･･

･･･

･･･

･･･

□ 電気ヒートポンプ給湯機（ 冷媒）
□ 無 ･･･
□ 有 ･･･

照明設備
種類と省エネ対策

ポイント数
主たる居室の照明設備 その他の居室の照明設備

□ 設置なし
□ 設置なし ●●

･･･

･･･

･･･

□

･･･

･･･

･･･

□ 白熱灯以外

･･･

･･･

･･･

□ 白熱灯

･･･

･･･

･･･

○○
暖房設備

□□
冷房設備

△△
換気設備

●●
照明設備

■■
給湯設備

▲▲
合計

＋ ＝＋ ＋ ＋ ≦
ポイント数の合計が 以下の場合、
省エネ基準（一次エネ消費性能）適合

外皮平均熱貫流率 値 冷房期の日射熱取得率 η 値 ポイント数

□ ≦ 値

□ η 値≦ ･･･
□ η 値≦ ･･･
□ η 値≦ □□

□ η 値≦ ･･･
□ η 値≦ ･･･

□ ≦ 値
□ η 値≦ ･･･
□ η 値≦ ･･････

･･･

･･･

簡易計算シートのイメージ～ 地域、間歇運転（ﾙｰﾑｴｱｺﾝ）の例～

○ 市場に流通している各種設備の性能を踏まえ、一次エネルギー消費性能について、安全側となる固定値（ポイント数）を設定。
○ 外皮計算から得られた外皮性能（ 値、η 値）及び設置する各種設備に対応した評価値を合計し、一次エネ基準への適否を判断。
○ この簡易計算シートのほかに、基本設備を選択するだけで計算できる プログラムの入力フォーム（簡易入力画面）を新たに追加。

：固定値 ：設置する設備に応じて選択【凡例】

各設備の仕様等に応じたポイント数があらかじめ表記されている

4/28
一次エネルギー消費性能
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フロア入力法の概要

評価建物

例）
１３戸を有する４階建て
の共用住宅の場合

フロア入力法のイメージ

○ 評価における煩雑さを減らすため、従来の住戸ごとの情報の入力を必要としない評価方法とする。
○ 住棟全体の基本情報（高さ、階数、各フロアの住戸数、等）をもとに住棟を単純化した上で、
住棟全体の省エネ性能を評価する。

・入力単位を「住戸ごと」から「階ごと」または「住棟ごと」とすることにより、入力するデータ数を大幅に削減
・各階において、床面積等を平均化した住戸とみなして計算

評価方法の考え方

共

用

部

共

用

部

プログラム

【主な入力項目】
各階において、住戸部
分の床面積等を平均化
し、同面積の住戸が存
在するものとして評価

住棟全体の ＢＥＩ
外皮性能

【入力】

【結果】

階ごとに入力

住棟単位で入力
基本
・地域の区分
・建物の構造
・建物全体の高さ
・建物の階数
・共用廊下の種別
・主たる居室の窓の方位

外皮 ※最も不利な性能値
・外壁の熱貫流率
・屋根または天井の熱貫流率
・最下階における床の熱貫流率
・界壁の熱貫流率 ・界床の熱貫流率
・窓の熱貫流率 ・窓の日射熱取得率

【計算モデル】
階単位で入力
基本
・住戸部分の床面積の合計
・住戸部分の外周長
・住戸部分の窓面積の合計
・住戸数

設備 ※最も不利な仕様
・暖房設備の仕様（主たる居室 その他の居室）
・冷房設備の仕様（主たる居室 その他の居室）
・換気設備の仕様
・照明設備の仕様
・給湯設備の仕様

地域の区分 １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８

①住戸単位で
基準への適否を
判断する場合

（戸建住宅・共同住宅等）

外皮平均熱貫流率
（ 値） ㎡ ―

冷房期の平均日射熱取得率
（η 値） ― ― ― ― 6.7※

②住棟単位で
基準への適否を
判断する場合
（共同住宅等）

住棟単位外皮平均熱貫流率
（ 値） ㎡ ―

住棟単位冷房期平均日射熱取得率
（η 値） ― ― ― ―

共同住宅の省エネ性能評価方法の簡素化イメージ

新たな評価方法

１．２．
フロア毎の情報入力により、直接住棟の外皮性能
及び一次エネルギー性能の計算が可能な評価方法
を整備し、大幅に計算手間を縮減
（あわせて、住棟の外皮基準を整備（下表②））

３．共用部分の評価を任意とし、
計算手間を縮減

４．１．２．により直接計算結果が算出可能

現状
＜外皮性能＞
１．各住戸の外皮性能を計算して、全住戸の外皮性能が

基準を満たしていることを確認（下表①）

＜一次エネルギー性能＞
２．住宅用の計算プログラムにて、各住戸の一次エネル

ギー性能を計算

３．非住宅用の計算プログラムにて、共用部分の一次エ
ネルギー性能を計算

４．２．３の合算により、住棟全体のＢＥＩを計算し、
基準を満たしていることを確認

外皮性能の基準値

児島

※ 令和 年 月より、 → に見直し
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地域区分の見直し

○ 省エネ基準は、各地域の外気温傾向や使用されている設備機器等の実態を踏まえ、８の地域区分毎に基準値
を設定している。

○ 当該地域区分について、①最新の外気温や各地域の標高の影響等を加味した補正、②市町村合併の進展状況
を反映するため、今般、見直しを実施。

○ 太陽光発電設備の創エネ評価の基礎となる「日射に関する地域の区分」についても同様に見直しを実施。
○ 新地域区分は令和元年 月 日に施行されている（令和３年３月３１日までは経過措置として旧地域区分
を使用可能であるが、令和３年４月１日以降は新地域区分を使用する必要があることに注意）。
※ 令和 年 月 日以前に建築確認や届出を行った案件については、着工後に計画変更を行う際に、旧地域区分及び旧日射区分を適用可能。
※ 既存の建築物に対する増改築については、旧地域区分及び旧日射区分を適用可能。

地域（旭川市）
地域（札幌市）
地域（盛岡市）
地域（仙台市）

【凡例】（）内は都市の例

地域（宇都宮市）
地域（東京 区）
地域（長崎市）
地域（那覇市）

各区分の見直し前後の情報（補足ツール等）について
公開場所：「住宅に関する省エネルギー基準に準拠したプログラム」

のサイト（入力補助ツール・補足資料）
：

地域区分のイメージ（見直し後）

目次

１．省エネに係る基準・計算方法

２．非住宅の省エネ基準と計算方法

３．住宅の省エネ基準と計算方法

４．その他
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建築物全体の𝑩𝑩𝑩𝑩𝑩𝑩＝𝟏𝟏. 𝟐𝟐 × 既存部分の面積

建築物全体の面積
+増改築部分の𝑩𝑩𝑩𝑩𝑩𝑩𝟐𝟐 ×

増改築部分の面積

建築物全体の面積

建物物全体 ㎡

既存部分 増改築部分

／２（ ㎡）超

（ と設定） （＝ 以下で基準適合）

増改築における省エネ性能の考え方

○ 適合義務（適合性判定）や届出義務、説明義務の対象となる建築物の増築又は改築を行う場合、既存建築物
の部分も含めた建物全体での省エネ性能を評価することが必要。

○ 平成 年 月時点で現に存する建築物の増改築については、建物全体で が 以下となれば基準に適合。
○ 非住宅の増改築時においては、以下のとおり省エネ性能を算定することができる。

①既存部分の は、当分の間、デフォルト値として と設定。
②建築物全体の は、既存部分の と増改築部分の との面積按分で算出。

※適合義務対象となる増改築に関し上記算定方法を用いた場合、完了検査時において既存部分の確認は不要
（既存部分の仕様を精査し を 以下とすることも可能だが、その場合、既存部分も完了検査の対象となる）。

増改築部分が の計算対象となら
ない場合、 を と設定可能。

〇 基準適合の考え方
平成 年 月時点で現に存する建築物は、
建築物全体で ≦1.1となれば基準に適合。

⇓
適合義務対象となる「非住宅部分の増改築面積が
増改築後の非住宅部分の全体面積の 超」の
増改築の場合、増改築部分の が 以下
新築同等の基準 であれば、結果として
基準に適合する（右図イメージ）。

＜非住宅の場合の評価方法＞

〈仕様の例示〉
一 次のイからハまでのいずれかに該当するものであること
イ 外壁の過半が両面を真壁造とした土塗壁であること
ロ 外壁が両面を真壁造とした落とし込み板壁であること
ハ 次の １ 及び ２ に該当すること
１ 外壁について、次の(ⅰ)から(ⅲ)までのいずれかに該当する
こと
(ⅰ) 片面を真壁造とした土塗壁であること
(ⅱ) 片面を真壁造とした落とし込み板壁であること
(ⅲ) 過半が両面を真壁造とした落とし込み板壁であること
２ 屋根、床及び窓について、次の(ⅰ)から(ⅲ)までのいずれか
に該当すること
(ⅰ) 屋根が化粧野地天井であること
(ⅱ) 床が板張りであること
(ⅲ) 窓の過半が地場製作の木製建具であること

二 所管行政庁が、その地方の自然的社会的条件の特殊性により、前号に掲げる要件
のみでは、地域の気候及び風土に応じた住宅であると認められない場合において、
当該要件に必要な要件（例：地域産の木材の使用を必須とする）を付加したもの
を別に定めている場合には、これに適合していること

※ 所管行政庁は、その地方の自然的社会的条件の特殊性により、前項各号に掲げる
要件では、地域の気候及び風土に応じた住宅であると認められない場合において
は、当該要件と同等であると認められるもの（例：萱葺屋根）を別に定めること
ができる。

○ 気候風土適応住宅については、外皮基準が適用除外となり、かつ、一次エネ基準が合理化される。
（＝標準的な水準の設備の設置のみを要求）

○ 説明義務制度の創設とあわせ、本合理化措置の対象となる気候風土適応住宅の具体の仕様を例示。
○ 説明義務制度においては、建築士は、設計する住宅が気候風土適応住宅の要件に該当する場合は、合理化
された基準への適否について、建築主に説明することとなる。

省エネ基準の合理化対象とする気候風土適応住宅の仕様の例示

化粧野地
天井

土塗壁 落とし込み板壁

地場製作の木製建具
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小規模併用住宅の計算方法

○小規模併用住宅（複合建築物）の場合、以下のいずれかに適合する必要があります。
① 非住宅部分が非住宅の省エネ基準に適合し、かつ、住宅部分が住宅の省エネ基準に適合すること
② 「複合建築物（非住宅部分と住宅部分を有する建築物）の設計一次エネルギー消費量が、複合建築物の
基準一次エネルギー消費量を超えないこと」かつ「住宅部分が外皮基準に適合すること」

住宅部分 非住宅部分
（店舗等）

非住宅部分の一次エネルギー消費量
・基準一次エネルギー消費量：基準一次エネ
・設計一次エネルギー消費量：設計一次エネ

住宅部分の外皮性能
・外皮平均熱貫流率：Ｕ
・冷房期の平均日射熱取得率：ηAC2

住宅部分の一次エネルギー消費量
・基準一次エネルギー消費量：基準一次エネ
・設計一次エネルギー消費量：設計一次エネ

※新築の場合とする

①として適合する場合
＜非住宅部分の評価＞

＜住宅部分の評価＞

＝ 設計一次エネ
基準一次エネ ≦

≦ 地域区分毎の基準値
ηAC2 ≦ 地域区分毎の基準値

＝ 設計一次エネ
基準一次エネ ≦

②として適合する場合
＜複合建築物の評価＞

＜住宅部分の評価＞

（例）

＝ 設計一次エネ ＋設計一次エネ
基準一次エネ ＋基準一次エネ ≦

≦ 地域区分毎の基準値
ηAC2 ≦ 地域区分毎の基準値

混構造の計算方法

〇 外皮性能

〇 一次エネルギー消費性能

木造 造

木造部分の
木造、 木造を計算

造部分の
造、 造を計算

木造 造

建築物全体の ＝
木造× 木造 造× 造

木造 造

各構造の性能値を
外皮面積で按分

➢ 同様の考え方で建築物全体のη 、η を計算する。

➢ 構造毎に計算せず、上記で計算した建築物全体の外皮性能を用いて計算する。

児島

同一住戸内の構造を区分する間仕切り等の
境界は外皮計算に含めない。

部位ごとの外皮性能を入力して計算可能な場合はこの限りではない。
例：住宅の標準計算法で外皮計算シートが混構造に対応している場合

非住宅の標準入力法やモデル建物法で入力シートを用いる場合
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大規模
（2000㎡以上）

中規模
（300㎡以上2000㎡未満）

小規模
（300㎡未満）

非住宅

住宅

省エネ計算法の概要（再掲）

○ 省エネ性能は、建築研究所 等で一般公開されている計算支援ツールに、建物の基本情報や省エネ建
材・設備の仕様・性能値等を入力することで計算することが可能。建築物の属性、用途別に様々なプロ
グラムや計算シートが用意されている。

Ａ 標準入力法：詳細な計算方法（ ）

Ｄ 標準計算ルート：詳細な計算方法（ ～ ）

Ｅ 簡易計算ルート（ ～ ）

：外皮性能計算において外皮面積等を用いない簡易な計算法

Ｆ モデル住宅法（ ～ ）※

：戸建住宅用の新たに開発された手計算可能な簡易な計算法

Ｂ モデル建物法：広く活用されている簡易モデルによる計算法（ ～ ）

Ｃ 小規模版モデル建物法（ ～ ）※

：小規模非住宅用の新たに開発されたより簡易な計算法

Ｇ フロア入力法（ ～ ）

：共同住宅用の新たに開発された簡易モデルによる計算法

Ｈ 仕様ルート

https://www.kenken.go.jp/becc/index.html

建築研究所 技術情報検索①

新設

http://www.hyoukakyoukai.or.jp/

住宅性能評価表示協会検索②

検索①

検索①

検索①

検索① 検索②

検索① 検索②

検索①

検索①

計算支援ツールへは
検索①、検索②
よりアクセス

※小規模版モデル建物法とモデル住宅法は試行版が公開（正式版は令和３年４月までにリリース予定）

住宅の基礎および土間床等の外周部の評価について

○ 基礎および土間床等の外周部の熱損失の評価方法が、令和 年 月より変更となります。
○ 従来の評価方法では、土間床等の外周部の熱損失と、基礎の熱損失（立ち上がり高さ ｍｍまで）を合

わせて評価していました。
○ 変更後は、土間床等の外周部の熱損失と、基礎の熱損失は別々に評価することになります。

○基礎の熱損失の評価
土間床面よりも上の部分は、外壁と同じように熱
損失を評価します。

○土間床等の外周部の熱損失の評価
以下の方法により、熱損失を評価します。
①基礎形状によらず使う事ができる値を使う方法
②表から値を選択する方法
③ＷＥＢプログラムを用いる方法

詳細は、住宅版ＷＥＢプログラム（次期更新版）に掲
載されている、入力補助ツール・補足資料をご覧下さい。

次期更新版からｱｸｾｽ 補足資料の外皮関連を確認
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省エネ計算の解説ツール（ＱＡ、動画等）

解説ツール 公開予定

共通

計算支援プログラム、入力方法マニュアル等
（建築物のエネルギー消費性能に関する技術情報ページ）
https://www.kenken.go.jp/becc/

公開済

制度・省エネ基準・計算方法に関するQA
（IBECホームページ）
http://www.ibec.or.jp/ee_standard/faq.html

公開済

主に新たな計算方法に関するQA
（国土交通省ホームページ）
https://www.mlit.go.jp/jutakukentiku/shoenehou_assets/img/library/shoenehou_qa.pdf

公開済

非住宅 Ｂ．モデル建物法 解説動画 公開済

住宅

Ｅ．簡易計算ルート 解説動画 公開済

Ｄ．標準計算ルート・Ｅ．簡易計算ルート による省エネ計算事例 順次公開予定

Ｇ．フロア入力法 解説動画 順次公開予定

https://www.mlit.go.jp/jutakukentiku/shoenehou.html

国土交通省 改正建築物省エネ法 検索
動画・計算事例
の掲載先

省エネ計算法 解説ツール 公開場所 表紙

非住宅

A.標準入力法
エネルギー消費性能
計算プログラム
（非住宅版） 解説

建築研究所ホームページ
https://www.kenken.go.jp/becc/building.html#1-2
※「エネルギー消費性能計算プログラム（非住宅版）

Ver.2の入力マニュアル」をクリック

B.モデル建物法 モデル建物法
入力支援ツール解説

建築研究所ホームページ
https://www.kenken.go.jp/becc/building.html#1-1
※「モデル建物法入力支援ツール

Ver.2の入力マニュアル」をクリック

C.小規模版
モデル建物法

小規模版
モデル建物法

入力支援ツール解説

建築研究所ホームページ
https://www.kenken.go.jp/becc/building.html#1-1
※「小規模版モデル建物法入力支援ツール
（試行版）の入力マニュアル」をクリック

住宅

D.標準計算ﾙｰﾄ
住宅省エネルギー
技術講習テキスト
（基準・評価方法編）

住宅省エネルギー技術講習会ホームページ
https://www.shoene.org/d_book/

※該当テキスト中の「デジタルブックを見る」をクリック
E.簡易計算ﾙｰﾄ

H.仕様ﾙｰﾄ

F.モデル住宅法
戸建住宅

簡易計算シートの
使い方

建築研究所ホームページ
https://house.lowenergy.jp/excelsheet_simple.html
※「簡易計算シートの使い方」をクリック

G.フロア入力法

フロア入力法による
共同住宅の
評価シート
入力の解説

建築研究所ホームページ
https://www.kenken.go.jp/becc/house.html#2-2
※「フロア入力法による共同住宅の評価シートの
使い方について」をクリック

省エネ計算法の解説ツール（マニュアル・テキスト等）
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省エネ適合性判定・届出の窓口は、

（住宅性能評価・表示協会のホームページ）で検索できます。

・申請窓口の検索ページ

http://www.hyoukakyoukai.or.jp/shouene_tekihan/

評価協会省エネ適判窓口 検索

※対象の物件が所在する市町村名を入力することで、窓口となる所管行政庁・
登録省エネ判定機関の連絡先が検索できます。

制度・省エネ基準に関するご質問は、
・省エネサポートセンター
（（一財）建築環境・省エネルギー機構）で受付けています。

● 受付時間：平日9:30～12:00／13:00～17:30
● メール：support-c＠ibec.or.jp
● ＦＡＸ：03-3222-6610 ● ＴＥＬ：0120-882-177
● URL：http://www.ibec.or.jp/ee_standard/faq.html

※ ご質問の前にＦＡＱ（よくある質問と回答）をご確認ください。

※ 電話は混み合う事がありますので、なるべくメール、FAXをご利
用ください。

・建築物省エネ アシストセンター
（設計・工事監理の相談窓口）
（（一社）日本設備設計事務所協会連合会）で受付けています。

● 受付時間：平日10:00～12:00、13:00～16:00
● メール：assist_center01@jafmec.or.jp
● FAX：03-5276-3537    ● TEL：03-5276-3535
● URL：http://www.jafmec.or.jp/eco/#eco02

設計・工事監理に関するご相談は、

※ ご質問の前にＦＡＱ（よくある質問と回答）をご確認ください。

※ 電話は混み合う事がありますので、なるべくメール、FAXをご利用ください。

※ 上記サイトにて、省エネ計算を引受可能な設備設計事務所リストを公開。

建築物省エネ法に関する情報提供・サポート窓口一覧

省エネ性能の計算支援プログラムは、

（建築研究所のホームページ）で計算できます。

・建築研究所の技術情報のページ

https://www.kenken.go.jp/becc/index.html

建築研究所 技術情報 検索

※住宅・非住宅別、精度別に、様々なプログラムが用意されています。

改正建築物省エネ法の解説や動画・チラシ等のご案内は、
・国土交通省の改正建築物省エネ法のページ
※マニュアル、QA、動画、チラシ、説明会のご案内、リンク集等の情報が集約されています。

https://www.mlit.go.jp/jutakukentiku/shoenehou.html

国土交通省 改正建築物省エネ法 検索

LP、プログラムページを追加

※1：共同住宅等の一次エネの算出にあたっては、住宅部分の設計一次ｴﾈ消費量、基準一次ｴﾈ消費量（又は誘導基準一次ｴﾈ消費量、特定建設工事業者基準一次ｴﾈ消費量）の算出において、共用部分（住宅部分のうち単位住戸以外の部分をい
う。）を評価しない方法が可能（2019.11施行）。

※2：共用部分を計算しない評価方法の追加に伴い、「住宅部分の外壁、窓等を通しての熱の損失の防止に関する基準及び一次エネルギー消費量に関する基準を定める件（平成28年国土交通省告示第266号。上表において「仕様基準」という。）」
2(2)を削除予定。

凡例 _●：使用可能 △：複合建築物の場合に評価可能 －：使用不可 赤字：新たに追加する評価方法等

計算方法・ﾂｰﾙの通称
運用開始

(予定)

建築物省エネ法 エコまち法 品確法

適合義務
届出義務
説明義務

住宅ﾄｯﾌﾟﾗﾝﾅｰ 向上計画認定 表示認定 低炭素認定 性能評価

非
住
宅
建
築
物

外皮
標準計算 標準入力法 《ＢＰＩ》 公開済み ● ●

簡易計算 ﾓﾃﾞﾙ建物法 《ＢＰＩｍ》 公開済み ● ●

一次
エネ

標準計算 標準入力法 《ＢＥＩ》 公開済み ● ● ● ● ●

簡易計算

ﾓﾃﾞﾙ建物法 《ＢＥＩｍ》 公開済み ● ● ● ● ●

小規模ﾓﾃﾞﾙ建物法 《ＢＥＩs》
(300㎡未満限定)

2021.4 ● － ● －

戸
建
住
宅

外皮

標準計算 外皮計算用Ｅｘｃｅｌ 公開済み △ ● ● ● ● ● ●

仕様確認 仕様基準 公開済み △ ● － － ● －
●

（等級４のみ）

一次
エネ

標準計算 WEBﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ 公開済み △ ● ● ● ● ● ●

仕様確認 仕様基準 公開済み △ ● － － ● －
●

（等級４のみ）

外皮・一
次ｴﾈ

簡易計算
ﾓﾃﾞﾙ住宅法
《簡易計算ｼｰﾄ》

2021.4 △ ● － － ● － －

共
同
住
宅
等

外皮

標準計算

【住戸評価】（各住戸）
外皮計算用Ｅｘｃｅｌ

公開済み △ ● ● ● ● ● ●

【住棟評価】（全住戸平均）
外皮計算用Ｅｘｃｅｌ

公開済み △ ● ● ● ● － －

仕様確認 仕様基準 公開済み △ ● － － ● －
●

（等級４のみ）

一次
エネ

標準計算 WEBﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ 公開済み △※1 ●※1 ●※1 ●※1 ●※1 ●※1 ●

仕様確認 仕様基準 公開済み △※2 ●※2 － － ●※2 －
●

（等級４のみ）

外皮・一
次ｴﾈ

簡易計算 ﾌﾛｱ入力法 公開済み △※1 ●※1 － － ●※1 － －

各制度において使用可能な計算方法・ツール
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